和歌山県における海外向けに輸出される食品等に関する産地証明書発行要領
（目的）

第１条　本要領は、東日本大震災や原発事故にともない、海外向けに輸出される食品等について産地証明書や放射性物資に関する検査証明などが求められているため、暫定的な対応措置として、その発行手続及びその他必要な事項を定めるものである。
（産地証明書発行の対象となる食品等）
第２条　産地証明書発行の対象となる食品等は、日本から輸出される食品等で、本県で産出され、又は、本県から発送される食品（人の食用に供する食品及び食品原料）及び飼料（動物の餌とすることを専ら目的とした産品）で水産物以外のものをいう。
（証明書発行の対象となる国）
第3条 産地証明書発行の対象となる国及び地域は次のとおりとする。
(１)　 台湾

(２)   国が発行対象としていない諸外国及び地域
（産地証明書発行の対象となる申請者）
第４条　産地証明書発行の対象となる申請者は、本県で生産・収穫された農産物を販売・輸出する事業者、又は、本県で最終的な加工作業を行った加工品若しくは飼料を販売・輸出する事業者とする。
（産地証明書の発行要件）

第５条　輸出する食品等について、本県で生産・収穫され、又は、最終的に製造されたものである食品等に産地証明書を発行するものとする。
（産地証明書の申請手続き）
第６条　産地証明書の発行を申請する者は、次の(１)から(５)に掲げる書類を食品流通課あてに提出する。
(１)　産地証明書発行申請書
①　別記様式１号の１：台湾

②　別記様式１号の２：国が発行対象としていない諸外国及び地域
(２)　産地証明書
①　別記様式２号の１：台湾

②　別記様式２号の２：国が発行対象としていない諸外国及び地域
 (３)　収穫又は加工された製造年月日を証明することができる書類
(４)　収穫又は加工された都道府県を証明することができる書類
(５)　産地証明書に記載された事項を確認することができる書類

２　和歌山県食品流通課長は、提出書類の内容を確認した結果、第５条に規定する要件を満たすと認めた場合は、前項２号に規定する産地証明書に署名押印することにより、証明書として発行する。

（その他）
第７条　当該国の要求する証明書について疑義のある事項が生じた場合には、農林水産省輸出・国際局輸出支援課あて協議するものとする。
附　則

この要領は、平成２３年７月８日から施行する。

附　則

この要領は、平成２３年７月１１日から施行する。

附　則

この要領は、平成２３年８月２日から施行する。

附　則

この要領は、平成２３年９月３０日から施行する。

附　則

この要領は、平成２３年１０月６日から施行する。
附　則

この要領は、平成２３年１１月２１日から施行する。

附　則

この要領は、平成２３年１１月２５日から施行する。
附　則

この要領は、平成２３年１２月１６日から施行する。
附　則

この要領は、平成２４年１月２０日から施行する。

附　則

この要領は、平成２４年２月７日から施行する。

附　則

この要領は、平成２４年２月２１日から施行する。
附　則

この要領は、平成２４年３月１２日から施行する。

附　則

この要領は、平成２４年４月２日から施行する。

附　則

この要領は、平成２４年５月１６日から施行する。

附　則

この要領は、平成２４年６月１１日から施行する。

附　則

この要領は、平成２４年７月３日から施行する。

附　則

この要領は、平成２４年１０月１０日から施行する。

附　則

この要領は、平成２４年１０月３１日から施行する。

附　則

この要領は、平成２４年１１月２日から施行する。
附　則

この要領は、平成２４年１１月 ５日から施行する。附　則

この要領は、平成２４年１１月３０日から施行する。

附　則

この要領は、平成２４年 １２月１３日から施行する。
附　則

この要領は、平成２５年 ２月１日から施行する。

附　則

この要領は、平成２５年 ２月２８日から施行する。

附　則

この要領は、平成２７年 ５月１８日から施行する。

　　 附　則

この要領は、平成２８年 ５月　９日から施行する。

附　則

この要領は、令和　２年 ９月　１日から施行する。

附　則

この要領は、令和　３年 ７月　１日から施行する。

（別記様式１号の１）

台湾向け輸出食品（水産物を除く。）等に関する証明申請書

　　年　　月　　日　　
　和歌山県知事　あて
事業者名
所 在 地
代表者名　　　　　　　　　　　
（上記代理人）
事業者名
所 在 地
役職・氏名                    
担当者氏名
電話番号
E-mail
　台湾向け食品の輸出に関する産地証明（以下「証明書」という。）について、別添のとおり関係書類を添付して申請します。
　本申請により発行される証明書については、当該証明書が効力を発せずに不利益等が生じたとしても、証明を行う和歌山県担当部局及び担当者に対し、何らかの請求を行う全ての権利を有しないことを確約します。
　また、今回の申請に係る証明について、貴職から報告を求められたとき、又はその職員が、事務所、倉庫若しくは工場等に立ち入り、業務の状況若しくは帳簿、書類その他の物件を調査し、若しくは関係者へ質問することに対して協力することを誓約します。
　これに応じない場合や申請している内容が事実と異なることが判明した場合には、証明書の発行の停止等の措置を受けること及び是正措置を講じることに同意します。
　なお、出港日や運送方法等が未定でB/L番号又はAWB番号、出港日、船便名又は航空便名を空欄で提出する場合には、確定後に全ての欄を記載した証明書の写しと確認書類を速やかに提出します。
（別記様式１号の２）

諸外国向け輸出食品等に関する証明申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
和歌山県知事　あて
                                         申請者　住　所
                                                 氏　名　　　　　　　　　　
※○○向け食品の輸出に関する産地証明（以下「証明書」という。）について、別添のとおり関係書類を添付して申請します。
　本申請により発行される証明書については、当該証明書が効力を発せずに不利益等が生じたとしても、証明を行う和歌山県担当部局及び担当者に対し、何らかの請求を行う全ての権利を有しないことを確約します。
　また、今回の申請に係る証明について、貴職から報告を求められたとき、又はその職員が、事務所、倉庫若しくは工場等に立ち入り、業務の状況若しくは帳簿、書類その他の物件を調査し、若しくは関係者へ質問することに対して協力することを誓約します。
　これに応じない場合や申請している内容が事実と異なることが判明した場合には、証明書の発行の停止等の措置を受けること及び是正措置を講じることに同意します。
　なお、出港日や運送方法等が未定でB/L番号又はAWB番号、出港日、船便名又は航空便名を空欄で提出する場合には、確定後に全ての欄を記載した証明書の写しと確認書類を速やかに提出します。
　※○○は、輸出国の名称を記入のこと。
（別記様式２号の１）

Declaration for the import into Taiwan            Products from Japan
Invoice Number                    　Declaration Number                           
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(competent authority)
DECLARES that the 　　                     (products)of this consignment composed of:　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                                                                                                                                                          (description of consignment, product, number and type of packages, gross or net weight)
embarked at  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(embarkation place)
on　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　(date of embarkation)
by　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　(identification of transporter)
going to　　　　　　　　　　 　　　　　　　　(place and country of destination)
which comes from the establishment                                                  　　　　　　　　 

                                                 （name and address of establishment) is originating from a prefecture of  Wakayama 
Exporter (name, address, country)
Consignee (name, address, country or region)
Done at   Wakayama Prefectural Goverment   on                               
(Certified by)           Shuhei Kishimoto
                           Wakayama Prefectural Governor
(Confirmed by)                            　  　　　　　
                  Director of food promotion division
（別記様式２号の２）

Certificate of Origin

Consignment Code……………….      Certificate Number……………… 

Wakayama Prefectural Government, Japan, certifies that the food of this consignment is composed of ……………………………………(description of consignment, type, number of packages, gross and net weight) embarked at ……….(embarkation place) on ……………(date of embarkation) by ……………..(identification of transporter) going to………… (place and country of destination), and has been harvested and/or processed in the place of origin mentioned below.

□　The food has harvested in Wakayama Prefecture.
□　The food has processed in Wakayama Prefecture before 11 March 2011.

□The food has processed in Wakayama Prefecture, and the main raw material is originating from ………………  .

(Date of Certification)                     

(Certified by)            Shuhei Kishimoto
                           Wakayama Prefectural Governor
(Confirmed by)                                                   
                                Director of food promotion division

The governor certified documents confirmed by director of food marketing division.

(REFERENCE)

According to the result of recent environmental radioactivity level monitoring in principal cities published by Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology of Japan (http://www.mext.go.jp/ This is one of the most reliable sources of information on environmental radioactivity levels in Japan), the current level in Wakayama Prefecture is below the individual dose limit (public exposure) in a year (The 2007 Recommendations of the  International Commission on Radiological Protection (ICRP)), ranging within the normal level before March 11th, 2011 ( 0.031 to 0.056 μSv/ h).
